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高山市連合長寿会　前会長

岐阜市老人クラブ連合会　前副会長

かがやきクラブ大垣　会長
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岐阜県歯科医師会

野村　岳嗣

岐阜市
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給付課担当
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多治見市 村井　功

給付課長

山本　豊

可児市

給付係長

小林　和成

安田　延弘

中川　信行

出
入
口

西田　勝嘉

大垣市

棚瀬　友啓 細井　智子

資格電算課長

事務局長

市岡　三明

横井　薫之

資格管理係長

和田　匡史

豊田　泰弘

総務企画係長

松本　勉

伊藤　知子

総務課担当

坂口　慎吾

総務課長

進藤　達彦

事務局次長

青山　浩美
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と
が

で
き

る
。

 
（
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第
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会
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。
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６
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２
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１．後期高齢者医療制度及び岐阜県後期高齢者医療広域連合について  

 

「後期高齢者医療制度」は、７５歳以上の高齢者の方と６５歳以上の一定の障がいのある方を被保険者として 

平成２０年４月１日から施行されています。 

岐阜県内の全市町村が加入する岐阜県後期高齢者医療広域連合では、関係市町村と緊密に連携し、被保険者への積

極的な広報活動を実施しご理解を得るとともに、安心して医療を受けられ、地域で健康的な生活が送れるよう、現行

制度の円滑かつ安定的な運営に努めております。 

平成２７年３月には、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図り、被保険者の健康保持増進に努めるよう「岐阜県

後期高齢者医療データヘルス計画」を策定しました。この計画に従い従来の「ぎふ・すこやか健診」に加えて、 

平成２７年度からは、「ぎふ・さわやか口腔健診」を開始しております。 

平成３０年３月には、「第２期データヘルス計画」を策定し、さらなる健康寿命の延伸のため、保健事業の推進に努

めております。 

また、令和元年５月に公布された「健康保険法等の一部を改正する法律」において、高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施の関連規定が盛り込まれたことを受けて、令和２年４月１日からの施行に向けた取り組みを進めており

ます。 
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議会
監査委員
選挙管理委員会

公平委員会

 

　

　

給付制限
振込不能対応
医療費適正化
保健事業
第三者行為求償事務依頼
その他給付・保健事業事務

　

その他資格管理・賦課庶務

岐阜県後期高齢者医療広域連合組織図 （令和元年度）

国等の負担金・補助金・交付金
月報・年報

過誤請求・返戻
診療報酬支払
事業状況報告
償還払いの審査、支払い
葬祭費の支給

1名

3名

その他総務庶務

財務（予算、決算）、契約

資格取得・喪失の届出受理

条例制定、改廃 その他電算庶務

保険料の賦課

人事、組織、給与、服務

その他会計庶務

事務所施設管理

指定金融機関

　

セキュリティ対策業務

会 計 課

支出負担行為に関する確認

会計管理者兼会計課長
1名

現金及び財産の記録管理

1名
現金の収納及び保管

総 務 課 長

1名

4名

決算の調製

広域連合議会、委員会
文書管理、情報公開

総務企画係

1名

6名
資格管理係

広報、各種統計

広域連合長
（1名*非常勤）

事務局次長
1名

1名

副広域連合長

各事務局は、
局長・次長・総
務課職員が兼
務

保険料率の決定

システム管理業務

　保険料の減免等

被保険者証の交付
資格証明書の発行

事 務 局 長

給 付 課 長

（5名*非常勤）

49名
2名
4名
3名

電算処理業務
被保険者の認定

事 務 局

電 算 係

被保険者の適用除外

資格電算課長

各種報告書、統計資料

8名（＋保健師1名）
レセプト審査

給 付 係

市町村支援

市町村支援

5



岐阜県後期高齢者医療広域連合　平成３０年度決算状況

保健事業費
約７．７億円

０．３％

医療給付費
約２，３８２億円

９６．３％

その他
約８３億円

３．４％

・事務経費：約５．６億円
・葬祭費：約８．７億円
・交付金の過年度精算金：約６２億円

　　　　　　　　　　　　　　　　等

～医療給付費の財源～

後期高齢者医療特別会計　決算総額：約２，４７３億円

◎ぎふ・すこやか健診：約６．５億円

◎ぎふ・さわやか口腔健診：０．７億円

◎医療費通知：約０．３億円

◎後発医薬品利用差額通知：約０．０３億円

◎長寿健康増進事業補助：約０．１億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

公費　約５０％
（国：県：市町村）

（計算上１，１９１億円）

被保険者からの保険料
約１０％

（計算上２３８億円）
※実際には８％程度

現役世代からの支援金
約４０％

（計算上９５３億円）

～保健事業実施状況～
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平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

235,312人 241,671人 248,672人 255,128人 261,611人 266,872人 270,687人 277,621人 285,416人 292,816人 300,677人 308,362人

前年度からの
伸 び 率

－ 2.7% 2.9% 2.6% 2.5% 2.0% 1.4% 2.6% 2.8% 2.6% 2.7% 2.6% -100.0%

152,207,486千円 177,119,774千円 187,216,951千円 196,798,276千円 201,704,091千円 209,691,284千円 211,591,600千円 224,652,038千円 226,657,141千円 234,208,063千円 238,222,266千円 244,740,235千円

前年度からの
伸 び 率

－ 16.4% 5.7% 5.1% 2.5% 4.0% 0.9% 6.2% 0.9% 3.3% 1.7% 2.7% -100.0%

※１　年間平均被保険者数を算出

※２　平成２０年度医療給付費は、４月～２月の１１月分

被保険者数及び医療給付費全体額

医療給付費全体額 ※２

被保険者数 ※１

年 度

（岐阜県後期高齢者医療広域連合決算数値より）

140,000,000千円

150,000,000千円

160,000,000千円

170,000,000千円

180,000,000千円

190,000,000千円

200,000,000千円

210,000,000千円

220,000,000千円

230,000,000千円

240,000,000千円

250,000,000千円

260,000,000千円

200,000人

210,000人

220,000人

230,000人

240,000人

250,000人

260,000人

270,000人

280,000人

290,000人

300,000人

310,000人

320,000人

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

医療給付費全体額 ※２

被保険者数 ※１
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年 度 ※平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

額 646,833円 732,896円 752,867円 771,371円 771,008円 785,737円 781,684円 809,204円 794,129円 799,847円 794,024円 793,678円

前年度からの
伸 び 率

－ 13.3% 2.7% 2.5% ▲0.0% 1.9% ▲0.5% 3.5% ▲1.9% 0.7% ▲0.7% ▲0.8% ▲100.0%

一人当たり医療給付費

※平成２０年度は、４月～２月の１１月分

（岐阜県後期高齢者医療広域連合決算数値より）

600,000円

650,000円

700,000円

750,000円

800,000円

850,000円

※平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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年 度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

額 13,283,822千円 13,471,255千円 13,593,372千円 13,842,591千円 14,884,988千円 15,181,312千円 15,593,552千円 15,676,400千円 17,068,643千円 18,001,397千円 17,826,259千円 18,869,479千円

前年度からの
伸 び 率

－ 1.4% 0.9% 1.8% 7.5% 2.0% 2.7% 0.5% 8.9% 5.5% ▲1.0% 5.9%

保険料賦課額
（岐阜県後期高齢者医療広域連合決算数値より）

13,000,000千円

14,000,000千円

15,000,000千円

16,000,000千円

17,000,000千円

18,000,000千円

19,000,000千円

20,000,000千円

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
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年 度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

収 納 率 99.19% 99.33% 99.40% 99.52% 99.52% 99.50% 99.49% 99.50% 99.46% 99.49% 99.55%

前年度からの
増 減

－ 0.14% 0.07% 0.12% 0.00% ▲0.02% ▲0.01% 0.01% ▲0.04% 0.03% 0.06%

（ 参 考 ） 全 国 98.75% 99.00% 99.10% 99.20% 99.19% 99.25% 99.26% 99.28% 99.32% 99.36% 公表前

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２７年度 平成２７年度 平成２８年度

99.20% 99.30% 99.40% 99.50% 99.50% 99.50% 99.50% 99.50% 99.50% 99.50% 99.50%

98.70% 99% 99.10% 99.20% 99.20% 99.20% 99.30% 99.30% 99.30% 99.30%

保険料収納率
（後期高齢者医療事業年報より）

98.50%

98.60%

98.70%

98.80%

98.90%

99.00%

99.10%

99.20%

99.30%

99.40%

99.50%

99.60%

99.70%

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

全国

岐阜県
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２．令和２年度及び３年度の後期高齢者医療制度の保険料率改定について  

 

 

１ 保険料率の改定について 

後期高齢者医療制度の保険料率は、医療給付費の動向や制度改正を踏まえ、２年ごとに見直しを行います。 

次期は令和２年度及び３年度の第７期財政運営期間となります。 

新保険料率の改定は、次期における被保険者数の推計、医療費等の見込数値及び国から示される基礎数値

等を使用し試算を行い、決定します。 

 

２ 保険料算定のしくみについて 

 

後期高齢者医療制度では、医療費から窓口負担

を除いた医療給付費のうち、国・県・市町村の公

費負担（約５割）、現役世代からの支援金（約４割）

で賄われない部分が保険料として必要な額（約１

割）となり、保険料の賦課総額が決まります。 

この賦課総額をもとに、所得に応じて賦課され

る「所得割率」と被保険者一人ひとりに均等に賦

課される「均等割額」を決定します。 

被保険者の

保険料

約１割

医療給付費

公費（国・県・市町村）約５割

現役世代からの支援金
（74歳までの方の保険料）

約4割

制度にかかる医療費負担のしくみ

医　　療　　費

窓

口

負

担
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47% →
53% →

剰余金の活用

被保険者が保険料として負担

５０億円

約４７７億円

２年間の医療給付費等の総額見込

国・県・市町村の公費負担

現役世代からの支援金

約４，９８６億円

約２，４３７億円

約２，０２６億円

二方式
所得割　賦課割合 所得割率 7.75%

均等割　賦課割合 均等割額 ４１，２１４円

賦課総額
約４７７億円

現在の第６期財政運営期間（平成３０年度及び平成３１年度）では、２年間の医療給付費等の総額を 

約４，９８６億円と見込みました。そのうち保険料として賦課する金額は約４７７億円としました。 

後期高齢者医療制度の安定した運営を確保していくため、国・県・市町村の公費負担約２，４３７億円、

現役世代からの支援金として約２，０２６億円、剰余金を５０億円活用し、運営を行っています。 

 

 

第６期財政運営期間（平成３０年度及び平成３１年度）の例 
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３ 被保険者数の実績及び推計について 

各市町村の住民基本台帳情報、毎月の異動状況（死亡・転出入等）の実績を勘案し推計します。 

区  分 令和元年度（９月末実績） 令和２年度（９月末見込） 令和３年度（９月末見込） 

被保険者数 ３０８，１４７人 ３１２，７８３人 ３１４，４４９人 

対前年度伸び率 ２．５１％ １．５０％ ０．５３％ 

 

４ 医療給付費の実績及び推計について 

令和２・３年度の一人当たり医療給付費を、毎月の医療給付費動向を踏まえながら、推計します。 

区  分 令和元年度（見込） 令和２年度（見込） 令和３年度（見込） 

一人当たり医療給付費 ７９３，６７８円 ８０２，２７０円 ８１４，８５７円 

対前年度伸び率 ０．１５％ １．０８％ １．５７％ 

医療給付費総額 ２，４４４億円 ２，５０４億円 ２，５６３億円 

対前年度伸び率 ２．６０％ ２．４５％ ２．３６％ 

※医療給付費算出に使用した被保険者数は、３月から２月までの被保険者数の平均値を使用しています。 

 

５ 被保険者の所得の伸び率について 

第 1回目の試算は令和２・３年度の一人当たり所得伸び率を±０として計算します。 

区  分 令和元年度（９月末実数） 令和２年度 令和３年度 

一人当たり所得額 ５６６，７７１円 ５６６，７７１円 ５６６，７７１円 

対前年度伸び率  ±０％ ±０％ 
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６ 制度改正について 

⑴第７期 財政運営期間の後期高齢者負担率 及び 保険料の賦課限度額は以下のとおりとなる見込みです。 

区  分 第１期財政運営期間（Ｈ２０・２１） 第６期財政運営期間（Ｈ３０・３１） 第７期財政運営期間（Ｒ２・３） 

後期高齢者負担率 １０．００％ １１．１８％ １１．３９％（見込） 

賦課限度額 ５０万円 ６２万円 ６２万円（現行） 

※後期高齢者負担率・・・現役世代との人口割合を考慮しながら、後期高齢者が医療給付費のうち負担する割合 

※賦課限度額・・・一人当たりの年間保険料上限額 

 

⑵令和元年度制度改正 

①均等割額の軽減特例の段階的廃止 

対象者の所得要件（世帯主及び世帯の被保険者

全員の軽減判定所得の合計額） 

均等割額の軽減割合 

本則 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

３３万円以下の世帯 
７割 

８．５割 ７．７５割 ７割 

３３万円以下かつ年金収入額８０万円以下の世帯 ８割 ７割 

３３万円＋２８万円 ×（被保険者数）以下 ５割 ５割 

３３万円＋５１万円 ×（被保険者数）以下 ２割 ２割 

②後期高齢者医療制度の被保険者となる前日に被用者保険の被扶養者であった者を対象とする軽減 

平成３０年度 令和元年度以降 

所得割額を賦課せず、均等割額を

５割軽減※ 

資格取得から２年間、所得割額を賦

課せず、均等割額を５割軽減※ 

※所得が低い方に対する軽減にも該当する場合は、いずれか大きい軽減が適用される。 
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時期 国 広域連合 備考

令和元年
７月～１２月

<７月上旬>
　○保険料率改定スケジュール提示

<８月下旬>
　○第１回保険料率試算通知

<11月下旬>
　○第２回保険料率試算通知

<12月下旬>
　○令和２年度予算案閣議決定
　○診療報酬改定
　○第３回保険料率試算通知

<８月下旬>
　○試算機能システムリリース
　（国保中央会）

<９月中旬>
　○財政安定化基金の取り崩しに係る
　　県との事前協議①
　○第１回保険料率試算結果報告

<12月上旬>
　○財政安定化基金の取り崩しに係る
　　県との事前協議②
　○第２回保険料率試算結果報告

令和２年
１月～３月

<１月中旬>
　
　○政令改正・告示
　（後期高齢者負担率、軽減本則の基準、
　　財政安定化基金拠出率、普通調整交付金の
　　諸係数、等）

<１月中旬>
　○財政安定化基金の取り崩しに係る
　　県との事前協議（最終）
　○第３回保険料率試算結果報告（最終）

<2月上旬>
　○保険料率改定の議案提出
　○広域連合議会にて議決・条例改正
　○議決後、保険料率を国に報告

令和２年４月 　○全国の保険料率公表 ○保険料率改定

【試算に係る数値等】

　○基礎数値
　　・被保険者数の伸び率見込み
　　・医療給付費の伸び率見込み
　　・保健事業費の見込み　　　等
　
　○後期高齢者負担率
　
　○財政安定化基金標準拠出率
　
　○診療報酬改定率
　
　○普通調整交付金の諸係数
　
　○保険料増加抑制に向けた
　　財政安定化基金交付や
　　剰余金の活用方針
　
　○賦課限度額

　○軽減本則基準

　

県
と
調
整
・
市
町
村
へ
の
情
報
提
供

資料１ 令和２・３年度保険料率の算定スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15



資料２ 都道府県別 平成 30・31 年度後期高齢者医療保険料率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 30年３月 30 日 厚生労働省 報道発表資料 「後期高齢者医療制度の平成 30・31 年度の保険料率について」を編集 
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３．高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について  

 

※「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」の公布に伴い、「高齢者の医療の確保に関する法

律（高確法）」が改正（令和元年５月２２日公布、令和２年４月１日施行） 

 

１ 高齢者の健康状態の特性等について（P18） 

  後期高齢者は、前期高齢者と比べ、加齢に伴う虚弱な状態であるフレイルが顕著に進行します。 

 

２ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）について（P19） 

   フレイル状態にある高齢者が適切な医療や介護サービスにつなげることによって、疾病予防・重症化予防を

促進することを目指すこととなり、健康寿命延伸につながります。 

 

３ 後期高齢者の質問票の変更について（P20） 

  フレイル等の高齢者の特性を把握するため、新たな質問票に変更します。 

高齢者の心身の多様な課題に対し、きめ細やかな支援を実施するため、後期高齢者の保健事業について、後期高

齢者医療広域連合と市町村の連携内容を明示し、市町村において、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保

健事業と一体的に実施します。 
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18

１　高齢者の健康状態の特性等について
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２　高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）について
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３．後期高齢者の質問票の変更について（令和２年度以降の健診から使用） 

変更理由 

 

 

 

                

後期高齢者医療制度の健診時においては、特定健診に準じて「標準的な質問票」を使用してきたため、メタボリックシンドローム対策に

着目した質問項目が設定されていましたが、フレイルなどの高齢者の特性をより効果的に把握するため、新たな質問票に変更します。 

20

標準的な質問票（旧） 後期高齢者の質問票（新）



４.第３次広域計画の変更について  

１ 広域計画 

広域計画は、広域連合を組織する地方公共団体やその住民に対して、事務処理に当たっての目標等を明確にし、広域的調整

を図りながら広域行政を適切かつ円滑に行うために、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の７の規定により作成が

義務付けられている。 
 

第３次広域計画（平成３０年度～平成３５年度） 

制度をめぐる経緯や現状について更新するとともに、課題に制度の円滑な推進の記述を加えたほか、基本施策について「健

康づくりの推進」にデータヘルス計画の記述を加えた。また、広域連合の事務について「保健事業に関する事務」の健康診

査事業の委託について市町村等とし、データヘルス計画の策定を追加した。 （平成３０年第１回広域連合議会定例会議決） 

内容（目次より抜粋） 

Ⅰ 後期高齢者医療制度をめぐる経緯 

Ⅱ 第３次広域計画の趣旨及び定める項目 

Ⅲ 制度運営の現状と課題 

Ⅳ 基本方針及び基本施策 

Ⅴ 広域連合と関係市町村の事務 

Ⅵ 第３次広域計画の期間及び改定 
 

２ 広域計画の改定案 

(1) 見直しの内容 
「広域連合と関係市町村の事務に関すること」の項目うち、保健事業に関する事務の内容の一部改正（高齢者の保健事業

と介護予防の一体的な実施のため市町村との具体的な連携内容の規定を追加する）  ※詳細は次ページから 
(2) 改定スケジュール 

     １２月  運営懇話会・市町村へ意見聴取 
      １月  連合長協議 
      ２月  広域連合議会に上程 → 議 決 → 公 表 
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岐阜県後期高齢者医療広域連合 第 3 次広域計画 新旧対照表（案）  

新 旧 

ⅠⅠ 後期高齢者医療制度をめぐる経緯 

後期高齢者医療制度は、・・・ 

 

（中略） 

 

平成２８年２月議会では、第５期財政運営期間に当た

る平成２８年度・平成２９年度の保険料率の改定を含む条

例の改正を行いました。  
また、令和元年度には、「高齢者の医療の確保に関する

法律」が改正され、高齢者の保健事業と介護予防の一体的

な実施の規定が盛り込まれました。 
   岐阜県後期高齢者医療広域連合では、今後とも、高

齢者医療制度に関する国の動向を注視するとともに、

関係市町村と連携して、被保険者が安心して医療を受

けられ、地域で健康的な生活を送れるよう、現行制度

の円滑かつ安定的な運営に努めてまいります。 

ⅠⅠ 後期高齢者医療制度をめぐる経緯 

後期高齢者医療制度は、・・・ 

 

（中略） 

 
また、平成２８年２月議会では、第５期財政運営期間

に当たる平成２８年度・平成２９年度の保険料率の改定を

含む条例の改正を行いました。  
 
 

 
   岐阜県後期高齢者医療広域連合では、今後とも、高

齢者医療制度に関する国の動向を注視するとともに、

関係市町村と連携して、被保険者が安心して医療を受

けられ、地域で健康的な生活を送れるよう、現行制度

の円滑かつ安定的な運営に努めてまいります。 
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岐阜県後期高齢者医療広域連合 第 3 次広域計画 新旧対照表（案）  

新 旧 

ⅣⅣ 基本方針及び基本施策 

１ 基本方針 (略) 

（１）～（２） (略) 

 

２ 基本施策 (略) 
（１）～（２） (略) 

 
（３）健康づくりの推進 

     広域連合が関係市町村に委託して実施してい

る健康診査・口腔健康診査事業について、受診率

の向上を図るとともに、関係市町村が実施する健

康教育、健康相談などの長寿・健康増進事業に対

する補助を行います。 

また、データヘルス計画に基づき高齢者の特性

を踏まえた各種保健事業を推進します。さらに、

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事

業を、健康・医療情報を活用し、効果的かつ効率

的に進めるため、広域連合及び関係市町村が連携

のもと、被保険者の健康の保持増進を図ります。 

 

（４）(略) 

ⅣⅣ 基本方針及び基本施策 

１ 基本方針 (略) 

（１）～（２） (略) 

 

２ 基本施策 (略) 
（１）～（２） (略) 

 
（３）健康づくりの推進 

     広域連合が関係市町村に委託して実施してい

る健康診査・口腔健康診査事業について、受診率

の向上を図るとともに、関係市町村が実施する健

康教育、健康相談、人間ドック助成などの長寿・

健康増進事業に対する補助を行います。 

また、データヘルス計画に基づく高齢者の特性

を踏まえた各種保健事業を推進し、広域連合及び

関係市町村が連携し、被保険者の健康の保持増進

を図ります。 

 

 

 

（４）(略) 
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岐阜県後期高齢者医療広域連合 第 3 次広域計画 新旧対照表（案）  
新 旧 

ⅤⅤ 広域連合と関係市町村の事務 

（１）～（３） (略) 

 

（４）保健事業に関する事務 

被保険者の健康の保持増進のために、健康診査のほ

か必要な事業を広域連合と関係市町村が連携して行

います。 

広域連合が行う主な事務  関係市町村が行う主な事務  
・市町村等に対する健康診査

事業の委託  
・市町村等に対する高齢者の

保健事業と介護予防の一体

的な取組（健康教育、健康

相談、訪問指導事業など）

の委託 

・市町村の実施する長寿・健

康増進事業への補助  
・被保険者に対する健康診査

等の啓発活動  
・データヘルス計画の策定  
 

・健康診査事業の実施  
 
・高齢者の保健事業と介護予

防の一体的な取組（健康教

育、健康相談、訪問指導事

業など）の実施 

 

・長寿・健康増進事業の実施  
 
・被保険者に対する健康診査

等の啓発活動  
 
 

 

ⅤⅤ 広域連合と関係市町村の事務 

（１）～（３） (略) 

 

（４）保健事業に関する事務 

被保険者の健康の保持増進のために、健康診査のほ

か必要な事業を広域連合と関係市町村が連携して行

います。 

広域連合が行う主な事務  関係市町村が行う主な事務  
・市町村等に対する健康診査

事業の委託  
 
 
 
 
 
・市町村の実施する長寿・健

康増進事業への補助  
・被保険者に対する健康診査

等の啓発活動  
・データヘルス計画の策定  
 

・健康診査事業の実施  
 
 
 
 
 
 
・人間ドック等、長寿・健康

増進事業の実施  
・被保険者に対する健康診査

等の啓発活動  
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岐阜県後期高齢者医療広域連合 第 3 次広域計画 新旧対照表（案）  
新 旧 

 

（５）その他、後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

後期高齢者医療制度の財政運営、医療費適正化事

業、制度周知に関する事業などを、広域連合と関係市

町村が連携して行います。  
  広域連合が行う主な事務  関係市町村が行う主な事務  

 
財

政

運

営  

・健全な財政運営（予算編

成･執行）  
・市町村負担金の決定  
・国、県及び診療報酬支払

基金に対する交付金等

の請求  

・保険料収納対策に係る実

施計画に基づく保険料収

納  
・市町村負担金の納付  
 
 

 
医

療

費

適

正

化

事

業  

・医療費通知  
 
・重複・頻回受診者に対す

る訪問指導委託  
・低栄養・重症化予防事業

の委託 

・レセプト二次点検  
・レセプト情報の関係市町

村への提供  
・後発医薬品の普及促進事

業  
・第三者行為求償事務  
 

・医療費適正化事業に対す

る協力  
・保健師による重複・頻回

受診者訪問指導  
・低栄養・重症化予防事業

の実施 

 
 
 
 
 
・第三者行為求償事務書類

の受付  

 

（５）その他、後期高齢者医療制度の施行に関する事務 
後期高齢者医療制度の財政運営、医療費適正化事

業、制度周知に関する事業などを、広域連合と関係市

町村が連携して行います。  
 広域連合が行う主な事務  関係市町村が行う主な事務  

 
財

政

運

営  

・健全な財政運営（予算編

成･執行）  
・市町村負担金の決定  
・国、県及び診療報酬支払

基金に対する交付金等

の請求  

・保険料収納対策に係る実

施計画に基づく保険料収

納  
・市町村負担金の納付  
 
 

 
医

療

費

適

正

化

事

業  

・医療費通知  
 
・重複・頻回受診者に対す

る訪問指導委託  
 
 
・レセプト二次点検 

・レセプト情報の関係市町

村への提供  
・後発医薬品の普及促進事

業  
・第三者行為求償事務  
 

・医療費適正化事業に対す

る協力  
・保健師による重複・頻回

受診者訪問指導  
 

 

 

 
 
 
 
・第三者行為求償事務書類

の受付  
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新 旧 

 
制

度

周

知  

・小冊子及びポスター等の

作成、配布  
・市町村への各種情報提供  
・ホームページへの掲載  

 
 
 

・小冊子等の配布  
 
・市町村広報紙への掲載  
・ホームページへの掲載  
・市町村独自の広報媒体の

活用  
・窓口における相談  

 

 
制

度

周

知  

・小冊子及びポスター等の

作成、配布  
・市町村への各種情報提供  
・ホームページへの掲載  
 
 
 

・小冊子等の配布  
 
・市町村広報紙への掲載  
・ホームページへの掲載  
・市町村独自の広報媒体の

活用  
・窓口における相談  
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■ 計 画 の 位 置 付 け

• 保健事業の実施計画（データヘルス計画）（以下「計
画」という。）とは、被保険者の健康保持増進に資す
ることを目的として、岐阜県後期高齢者医療広域連合
が効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るため、健
康診断等の結果、レセプトデータ等の健康・医療情報
を活用して、PDCAサイクルに沿って運用をするもの
である。

５．第２期 データヘルス計画の進捗状況について
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■ 計 画 の 概 要

■計画期間

平成３０～令和５年度（６年間）

■主な記載事項

（１）基本的事項（①計画の趣旨 ②計画期間 ③実施体制・関係者連携）

（２）現状の整理（①保険者等の特性 ②前期計画等に係る考察）

（３）健康・医療情報等の分析・分析結果に基づく健康課題の抽出

（４）目標

（５）保健事業の内容

（６）計画の評価

（７）計画の公表・周知

（８）個人情報の取り扱い

（９）地域包括ケアに係る取組及びその他留意事項

保健事業の実施計画（データヘルス計画）は、高齢者の医療の確保に関す
る法律第１２５条第１項の規定及び保健事業の実施等に関する指針に基づ
き、保健事業の実施及び評価を行うために策定するもの
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■ 保健事業の目的及び主な実施内容

〇ぎふ・すこやか健診

〇ぎふ・さわやか口腔健診

〇後発医薬品差額通知

〇適正受診指導

・重複頻回受診者への訪問指導

〇高齢者の特性に合わせた保健事業

・低栄養予防

・重症化予防

○市町村対象研修会

〇各種データ提供

被保険者が、できるだけ長く自立した日常生活を送るため、市町村・医師
会等関連機関と後期高齢者医療広域連合が共に被保険者のQOL(※)維持・向
上のための事業を推進することを目的とする。

■目的

■主な実施内容 ※QOL…生活の質
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■ 保健事業の実施計画

H30 R1 R2 R3 R4 R5
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■ ぎふ・すこやか健診
■目的

生活習慣病等を早期に発見して、必要に応じて、医療につなげていくことにより、
疾病の重症化を予防することを目的とする。

■目標
受診率２０％以上の市町村数の増加を目指します。

■実績（岐阜広域全体受診率 H29：21.8％、H30：22.5%）

平成２９年度（２２市町村）、平成３０年度（２３市町村）
受診率（％）
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■ ぎふ・さわやか口腔健診
■目的

後期高齢者の口腔機能低下による誤嚥性肺炎や生活習慣病等の重症化予防を図る
ため、歯・歯肉の状態、口腔内の衛生状態や口腔機能をチェックすることにより、
被保険者の健康の保持増進を図ることを目的とする。

■目標
受診率５％以上の市町村数の増加を目指します。

■実績（岐阜広域全体受診率 H29：5.2％、H30：5.3%）

平成2９年度（10市町村）、平成30年度（1１市町村）
受診率
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■ 後発医薬品差額通知

■目標
医療費適正化を目的に、後発医薬品差額通知の発送を継続し、国において目標と
されている数量シェア８０％以上を目標とする。

（H30：70％、R1：74％、R2：77％、R3：80％、R4：前年実績以上、R5：前年実績以上）
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■ 適正受診指導

重複頻回受診者への訪問指導について、実施方法等の見直しを含めて、訪
問指導実施人数の増加と改善率５０％以上を目指します。また、適正服薬指
導は、令和２年度開始する予定です。

年度 実施市町村数 実施人数 市 町 村 名
平成２７年度 ４市 23名 中津川市、瑞浪市、恵那市、下呂市
平成２８年度 ３市町 17名 瑞浪市、恵那市、白川町
平成２９年度 ４市町 21名 中津川市、瑞浪市、恵那市、白川町
平成３０年度 ３市 14名 中津川市、瑞浪市、恵那市

■重複頻回受診者訪問実績
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■ 高齢者の特性に合わせた保健事業

高齢者が増えている現代社会において、フレイルに早く気付き、正しく介
入（治療や予防）することが大切です。低栄養・生活習慣病の重症化予防
を行い、筋骨格疾患医療費の抑制、新規要介護認定者の抑制をします。
令和元年度に実施している低栄養・重症化予防事業(パイロット事業)をもと
に、令和3年度の本格実施に向け、事業の実施方法を検討します。

出典：KDB（地域の全体像の把握）出典：KDB（疾病別医療費分析）

順位 疾患名 総費用額
（億円）

１ 骨折 107.2
２ 慢性腎臓病（透析あり） 100.2
３ 糖尿病 97.7
４ 高血圧症 96.8
５ 関節疾患 92.6
６ 不整脈 91.7
７ 脳梗塞 77.1
８ 骨粗しょう症 57.6
９ 狭心症 51.7
１０ 脂質異常症 46.6

岐阜広域における疾病別医療費（平成30年度上位10疾患） 岐阜県における介護認定別1人当たり医療費
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■ 市町村対象研修会

市町村対象研修会は、岐阜県後期高齢者医療広域連合の保健事業に対

する理解や、市町村の関係部局（国保・介護・衛生）との連携強化の
ために開催し、岐阜広域の保健事業の推進を目指します。
令和２年度までは年１回開催、令和３年度以降は年１回以上の開催を
目標としています。

開催日 参加者数 内容
令和元年10月17日 62名

(オブザーバー3名含む)
①【講義】フレイルの理解と対応

講師：岐阜大学医学部附属病院 脳神経内科
講師 林 祐一 氏

②【事例報告】高齢者の低栄養・フレイル予防事業
（栄養パトロール）の取組について

講師：津市健康づくり課
副参事 竹森 さわか 氏

③【報告】高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実
施について

■開催実績
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■ 各種データ提供

過去3年間のすこやか健診データを用い、健診受診者の特徴及び健診の
有用性のデータ分析を行った。分析は市町村ごと、圏域ごとに行い、令
和元年度市町村意見交換会にて市町村に情報提供を行った。

＜健診受診者の特徴＞
・受診者は、年度を追うごとに微増している。
・受診者数は女性が多い。
・75~80歳の被保険者が、受診者のピークであり、年齢
が増すごとに受診者数は減少している。

年齢

人
数

飛騨圏域

3.4％
(5657)

＜圏域の特性の把握＞
・血液、尿、服薬の状況などのデータ分析により、地域
の傾向を把握でき、そのデータを市町村に提供するこ
とにより、さらに精度の高い保健事業を展開すること
ができる。

37



■ 各種データ提供
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